
自治体の行政活動と財務書類 財務書類の作成対象範囲

歳入・歳出決算と財務書類の関係【背景・目的】
◎ 地方公共団体の財政状況が厳しさを増す中で、財政の透明性をさらに高め、住民や議会
等に対する説明責任をより適切に果たすことが期待。
◎ 財政の効率化・適正化の推進や地方公共団体間の比較可能性を高めるため、総務省は平
成29年度までに全ての地方公共団体において「統一的な基準による財務書類」を整備し、
積極的に活用することを要請。

【効果】
◎ 発生主義の導入により、現金主義では見えにくい「減価償却費」や「退職手当引当金」
等の支出を伴わないコストを把握することが可能。
◎ 複式簿記の導入により、取引を原因と結果という２つの側面から処理することで、ス
トック情報とフロー情報の両面を把握することが可能。
◎ 関連団体の財務書類を連結することで、将来地方公共団体が負担する可能性のある債務
を把握することが可能。
◎ 固定資産台帳の整備等により、公共施設マネジメント等への活用が可能。

平成30年度 松戸市の統一的な基準による財務書類

【対応】
◎ 松戸市では、平成28年度決算より、総務省からの要請に基づき、従前の「基準モデルに
よる財務書類」から「統一的な基準による財務書類」に作成方法を変更・公表。

資

産

負

債

貸借対照表

純資産変動計算書
将来の行政

サービスの源泉
将来世代の負担

費

用

収

益

行政コスト計算書

行政サービスの提

供にかかった費用

手数料など受益者

の負担による収益

資金収支計算書

【 歳入・歳出決算 】

投資
税収

補助金

地方債

その他

サ
ー
ビ
ス

行

政

住
民
等

経費
歳出（支出） 歳入（収入）

ストックの情報 財務書類４表

　固定負債

　流動負債

【純資産の部】
　流動資産

フローの情報

⇒

財務活動収入 財務活動支出

（前年度末
　 残高）

本年度末
残高

現金等資金の状況 人的サービス、給付サービス 財源の増減、資産の変動

【貸借対照表】

【負債の部】

【純資産変動計算書】

（地方債・引当金など）

【歳計外現金】

歳入 歳出

経常費用

臨時損失

【歳入・歳出決算】 【資金収支計算書】 【行政コスト計算書】

　（事業用資産・
　　インフラ資産等）

【資産の部】
　固定資産

投資活動
支出

固定資産等の変動

本年度末純資産残高

業務活動
収入

業務活動
支出

経常収益
臨時利益

前年度末純資産残高

純行政コスト
投資活動

収入
純行政
コスト 財　　源

現金預金

1

一部事務組合・広域連合（3団体）

①一般会計等 特別会計（6会計） ○千葉県後期高齢者医療広域連合

○一般会計 ○国民健康保険特別会計 ○北千葉広域水道企業団

○介護保険特別会計 ○千葉県市町村総合事務組合

○後期高齢者医療特別会計

○松戸競輪特別会計 外郭団体（５団体）

○公設地方卸売市場事業特別会計 ○(公財)松戸市文化振興財団

○駐車場事業特別会計 ○(社福)松戸市社会福祉協議会

企業会計（3会計） ○(公財)松戸市みどりと花の基金

○水道事業会計 ○(公社)松戸市シルバー人材センター

○病院事業会計 ○(公財)松戸市国際交流協会

○下水道事業会計

（注）外郭団体（市が50％以上出資している上記の５団体を対象としています）

松　戸　市

②松戸市全体の財務書類

③連結財務書類
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貸借対照表（平成31年3月31日現在）

純資産変動計算書（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

行政コスト計算書（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

資金収支計算書（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

決算時点において市が保有する全ての「資産」と「負債」を
まとめたストックの財政状態を表した財務書類

貸借対照表の純資産の部の1年間の変動要因を表した財務書類

1年間に提供した行政サービスのうち、資産形成につながらない
人的サービスや給付サービス等の費用を表した財務書類

1年間の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異なる３つ
の区分に分けて表した財務書類

一般会計等ベース
の資産合計は
8,185億円、負債
合計は1,482億円、
純資産合計は
6,703億円です。
【前年度と比較し
た主な増減要因】
（資産）中央消防
署の建設等の増加
要因が、減価償却
額を上回らなかっ
たため減少。
（負債）事業実施
の財源として発行
した地方債の増加。

一般会計等ベース
での本年度末純資
産残高は6,703億
円です。
本年度純資産変動
額は19億円減少し
ています。

一般会計等ベー
スでの純行政コ
ストは1,288
億円です。
国と同様に松戸
市でも社会保障
給付等の移転費
用が5割近くを
占めています。

一般会計等ベー
スでは、経常的
な行政活動にお
いて発生した業
務活動収支（資
金余剰）を投資
活動収支が上回
り、財務活動収
支を合わせた本
年度資金収支額
は▲10億円と
なります。
歳計外現金を加
えた本年度末現
金預金残高は、
83億円です。
また基礎的財政
収支は6億円と
なります。

（注）計数は、億円未満を四捨五入しているため合計において一致しない場合がある。
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（単位：億円）

【資産の部】
固定資産 7,964 9,781 9,821

有形固定資産 7,562 9,472 9,501

うち事業用資産 1,852 2,171 2,172

うちインフラ資産 5,651 7,158 7,181

無形固定資産 4 86 94

投資その他の資産 398 224 227

流動資産 221 463 480

うち現金預金 83 210 240

うち基金 128 180 181

8,185 10,244 10,301

【負債の部】
固定負債 1,323 2,882 2,897

流動負債 159 292 296

（地方債計） 1,204 1,995 2,005

1,482 3,174 3,192

【純資産の部】
6,703 7,071 7,108

8,185 10,244 10,301

純資産合計

資産合計

負債及び純資産合計

負債合計

科　　目 一般会計等 全体 連結

（単位：億円）

全体 連結
経常費用 （A） 1,339 2,618 3,013

業務費用 686 1,281 1,302

人件費 256 395 409

物件費等 411 652 653

その他の業務費用 18 234 240

移転費用 653 1,337 1,711

補助金等 134 907 1,280

社会保障給付 428 428 428

他会計への繰出金 91 - -

その他 0 2 2

経常収益 （B） 57 522 531

純経常行政コスト (C)=(A)-(B) 1,282 2,095 2,482

臨時損失 （D） 6 8 8

臨時利益 （E） 0 0 0

純行政コスト (F)=©+(D)-(E) 1,288 2,103 2,490

科　　　　　目 一般会計等

（単位：億円）
全体 連結

【業務活動収支】 （A） 65 80 89

業務支出 人件費、物件費、移転費用等 1,251 2,435 2,828

業務収入 税収、国県等補助金収入 1,316 2,515 2,919

臨時収支 災害復旧事業費等 - ▲1 ▲1

【投資活動収支】 （B） ▲81 ▲80 ▲82

投資活動支出 公共施設等整備費、基金積立金等 104 119 123

投資活動収入 国県等補助金収入、資産売却収入 23 39 41

【基礎的財政収支】（A)+支払利息+（B(基金除き）） 6 41 50

【財務活動収支】 （C） 5 ▲2 ▲3

財務活動支出 地方債償還支出等 119 176 176

財務活動収入 地方債発行収入等 125 174 174

本年度資金収支額　（D）　＝（A）＋（B）＋（C） ▲10 ▲3 5

前年度末資金残高　（E） 69 188 210

比例連結割合変更に伴う差額（F） - - ▲0

本年度末資金残高　（Ｇ）　＝（D）＋（E）＋（Ｆ） 59 185 216

本年度末歳計外現金残高　（Ｈ） 24 24 24

本年度末現金預金残高　（Ｉ）　＝（G）＋（Ｈ） 83 210 240

科　　　　　目 一般会計等

(単位：億円）

前年度末純資産残高 6,721 7,271 7,307

純行政コスト（▲） ▲1,288 ▲2,103 ▲2,490

財源 1,279 2,045 2,433

税収等 892 1,226 1,517

国県等補助金 387 819 916

本年度差額 ▲9 ▲58 ▲57

無償所管換等 ▲10 ▲142 ▲142

- - ▲0

その他 - - 1

本年度純資産変動額 ▲19 ▲200 ▲198

本年度末純資産残高 6,703 7,071 7,108

比例連結割合変更に伴う差額

連結全体科　　目 一般会計等
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